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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．チェーン全店売上高、営業総収入には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

３．第26期中より潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

４．第26期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

チェーン全店売上高 （千円） 19,915,806 22,276,491 23,416,200 43,760,714 47,217,191 

営業総収入 （千円） 14,305,471 15,396,559 16,047,627 30,947,459 32,241,625 

経常利益 （千円） 1,663,690 2,124,924 2,292,636 4,278,354 4,881,186 

中間（当期）純利益 （千円） 853,693 1,074,817 1,195,951 2,353,746 2,698,709 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,622,718 1,622,718 1,622,718 1,622,718 1,622,718 

発行済株式総数 （株） 10,230,852 10,230,852 10,230,852 10,230,852 10,230,852 

純資産額 （千円） 16,771,406 18,837,287 21,114,726 18,271,903 20,461,263 

総資産額 （千円） 23,316,427 25,981,590 28,471,482 25,724,164 28,114,324 

１株当たり純資産額 （円） 1,639.33 1,841.26 2,063.87 1,781.22 1,999.99 

１株当たり 
中間（当期）純利益金額 

（円） 83.49 105.06 116.90 225.35 263.79 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益金額 

（円） 83.48 － － 225.34 － 

１株当たり配当額 （円） － － － 45.00 53.00 

自己資本比率 （％） 71.9 72.5 74.2 71.0 72.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 1,077,086 1,059,267 931,193 3,438,076 3,016,326 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △650,058 △450,210 △814,560 △1,092,329 △951,609 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △337,781 △468,630 △550,853 △346,628 △477,423 

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

（千円） 3,811,548 5,861,847 6,874,493 5,721,420 7,308,714 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
181
(28)

186
(28)

186
(28)

179 
(28) 

178
(28)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関連当事者）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、当社の主要な関連当事者についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）の当中間会計期間平均人員を（ ）外数で記載

しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）  186(28) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、輸出関連企業の収益拡大を背景として緩やかな回復が続きました。 

 一方個人消費は、定率減税の全廃と住民税の引き上げに加え、天候不順による需要の低迷もあり、本格的な回復

には至りませんでした。 

 ワーキング・ユニフォーム業界でも、主製造国の中国国内における人件費の上昇や原油価格高騰等による製造段

階のインフレ進行と、長梅雨・残暑による季節商品の販売不振で厳しい経営環境が続きました。 

 このような中、当社はＥＤＬＰ（エブリデー・ロー・プライス）戦略の強化と、店舗網の拡大に対応した物流の

整備に努めてまいりました。 

 商品政策では、仕入ルートの一層のグローバル化と機能性の高いＥＤＬＰ商品81アイテムの開発等で、低価格商

品の充実を図りました。 

 販売政策では、テレビＣＭやＤＭを積極的に実施し、店舗においては「売上ベスト50アイテム」の品揃え強化

と、ＰＯＰの充実で販売点数アップと顧客拡大に取り組み、併せて適正在庫の維持で売上拡大に努めました。 

 物流政策では、増改築を実施した群馬県伊勢崎市の流通センターが本格的に稼働し（平成19年７月）、センター

での取り扱い商品の拡大と仕分けの機械化による配送効率の改善に取り組みました。 

 店舗展開では、高民度エリアのドミナント化とスクラップ＆ビルドによる既存店の活性化を推進し、低収益店舗

のクローズも進めました。 

 当中間会計期間は、開店11店舗、スクラップ＆ビルド５店舗、閉店10店舗を実施し、平成19年９月30日現在の営

業店舗数は、フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約店舗）が前事業年度末より10店舗増の473店舗、直営店（加

盟店Ｂ契約店舗及びトレーニング・ストア）は前事業年度末より９店舗減の116店舗で、１都２府31県下に合計589

店舗となりました。 

 その結果、来店客数の増加（前年同期比7.1％増、既存店前年同期比5.0％増）により、当中間会計期間のチェー

ン全店の売上高は234億１千６百万円（同5.1％増）、既存店売上高も前年同期比3.4％増となりました。また営業

総収入につきましては160億４千７百万円（同4.2％増）、経常利益22億９千２百万円（同7.9％増）、中間純利益

11億９千５百万円（同11.3％増）となりました。 

 運営形態別の売上高につきましては、フランチャイズ・ストア202億２千５百万円（前年同期比8.1％増、チェー

ン全店売上高に対する構成比86.4％）、直営店31億９千１百万円（同10.7％減、同13.6％）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

により資金を９億３千１百万円得られましたが、店舗の建設、多店舗展開に伴い賃貸借契約の締結及び伊勢崎流通

センターの増改築等の投資活動によるキャッシュ・フローで８億１千４百万円支出及び配当等の財務活動によるキ

ャッシュ・フローで５億５千万円支出したため、当中間会計期間末の資金は前事業年度末に比べ４億３千４百万円

減少し68億７千４百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は９億３千１百万円（前年同期比１億２千８百万円の減少）であり、これは主に税

引前中間純利益22億３千８百万円、減価償却費２億５千３百万円に対し、フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約

店舗）の増加による加盟店貸勘定の増加額２億３千２百万円と法人税等の支払額11億５千３百万円の支出によるも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は８億１千４百万円（同３億６千４百万円の増加）であり、これは主に店舗の建設

と流通センターの増改築により有形固定資産の取得による支出６億６千４百万円及び多店舗展開に伴い賃貸借契約

締結時に発生した差入保証金の差入れによる支出（差入保証金の回収による収入控除後）１億３千万円の支出によ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は５億５千万円（同８千２百万円の増加）であり、これは主に配当金の支払額５億

４千２百万円によるものであります。 



(3）当中間会計期間末及び前中間会計期間末現在の店舗数の状況 

 （注）１．フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約店舗）は、当社とフランチャイズ契約により運営されている店舗で

あります。 

２．直営店舗は、以下のものをいいます。 

イ．フランチャイズ契約の前段階として、加盟希望者により運営されている加盟店Ｂ契約店舗であります。 

ロ．フランチャイズ契約者の実務研修並びに当社社員の教育養成のためのトレーニング・ストアであります。

地域別 

前中間会計期間末チェーン全店店舗数(店） 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末チェーン全店店舗数(店） 
（平成19年９月30日現在） 

  フランチ 
ャイズ・ 
ストア 
（加盟店Ａ 
 契約店舗） 

直営店舗 フランチ 
ャイズ・ 
ストア  
（加盟店Ａ 
 契約店舗）

直営店舗 

  
加盟店Ｂ 
契約店舗 

トレーニン
グ・ストア

加盟店Ｂ 
契約店舗 

トレーニン
グ・ストア

青森県 13 9 4 － 13 9 4 － 

岩手県 11 6 5 － 11 7 4 － 

秋田県 10 8 2 － 10 8 2 － 

宮城県 18 14 3 1 16 14 2 － 

山形県 11 11 － － 11 11 － － 

福島県 21 17 4 － 21 18 3 － 

茨城県 35 27 8 － 34 26 7 1 

栃木県 26 21 5 － 25 19 6 － 

群馬県 27 22 5 － 27 22 4 1 

埼玉県 65 52 12 1 64 57 6 1 

千葉県 44 37 7 － 46 40 6 － 

東京都 24 21 2 1 26 23 2 1 

神奈川県 23 19 4 － 28 23 4 1 

新潟県 16 14 1 1 15 14 － 1 

長野県 30 26 3 1 28 25 3 － 

山梨県 12 10 2 － 12 10 2 － 

富山県 1 1 － － 1 1 － － 

石川県 2 1 1 － 2 1 1 － 

福井県 7 4 3 － 7 5 2 － 

静岡県 29 28 － 1 30 30 － － 

愛知県 50 42 4 4 54 46 5 3 

岐阜県 18 15 3 － 18 17 1 － 

三重県 13 10 3 － 12 11 1 － 

滋賀県 8 4 4 － 8 5 3 － 

奈良県 8 4 4 － 8 5 3 － 

京都府 6 2 4 － 6 3 3 － 

和歌山県 8 6 2 － 8 7 1 － 

大阪府 12 3 7 2 15 5 5 5 

兵庫県 15 5 9 1 16 8 7 1 

岡山県 5 － 3 2 7 1 3 3 

広島県 2 1 － 1 2 1 1 － 

香川県 3 － 2 1 4 1 2 1 

徳島県 1 － 1 － 3 － 3 － 

愛媛県 － － － － 1 － － 1 

合計 574 440 117 17 589 473 96 20 



２【売上及び仕入の状況】 

 当中間会計期間の売上及び仕入の実績は次のとおりであります。 

(1）営業総収入の状況 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

項目 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比（％） 

金額（千円） 構成比（％） 

  加盟店からの収入 2,668,799 16.6 ＋6.4 

  その他の営業収入 1,405,257 8.8 ＋8.2 

営業収入 4,074,056 25.4 ＋7.0 

  直営店売上高 3,191,095 19.9 △10.7 

  加盟店向け商品供給売上高 8,782,475 54.7 ＋9.6 

売上高 11,973,570 74.6 ＋3.3 

営業総収入 16,047,627 100.0 ＋4.2 



(2）地域別売上状況 

(a）直営店舗（加盟店Ｂ契約店舗及びトレーニング・ストア） 

 （注）１．直営店売上高により表示しております。 

２．愛媛県については、新規出店によるものであります。 

３．地域別の店舗分布状況については、「第２ 事業の状況」の「１．業績等の概要（３）」をご参照下さい。

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 

 当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比

（％） 
地域別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比

（％） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

青森県 111,931 3.5 ＋9.5 福井県 53,129 1.7 △37.8

岩手県 120,859 3.8 △24.6 静岡県 32,556 1.0 ＋157.6

秋田県 58,761 1.8 △0.7 愛知県 241,609 7.6 ＋9.6

宮城県 74,592 2.3 △4.9 岐阜県 28,692 0.9 △68.9

山形県 35,086 1.1 ＋187.8 三重県 24,328 0.7 △66.2

福島県 80,649 2.5 △30.3 滋賀県 95,849 3.0 △19.6

茨城県 245,088 7.7 ＋16.7 奈良県 79,165 2.5 △29.5

栃木県 138,136 4.3 ＋8.7 京都府 75,731 2.4 △26.1

群馬県 242,018 7.6 △6.1 和歌山県 21,493 0.7 △53.7

埼玉県 220,030 6.9 △41.7 大阪府 230,355 7.2 ＋16.1

千葉県 159,188 5.0 △19.7 兵庫県 178,340 5.6 △17.4

東京都 66,165 2.1 ＋0.4 岡山県 117,075 3.7 ＋18.5

神奈川県 94,599 3.0 △3.1 広島県 18,626 0.6 ＋119.2

新潟県 46,346 1.4 △23.1 香川県 56,653 1.8 △1.9

長野県 101,943 3.2 △1.2 徳島県 45,015 1.4 ＋95.3

山梨県 58,740 1.8 ＋6.4 愛媛県 (注)２ 15,300 0.5 －

石川県 23,033 0.7 △7.3 合計 3,191,095 100.0 △10.7



(b）フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約店舗） 

 （注）１．加盟店からの収入の対象となる加盟店売上高により表示しております。 

２．地域別の店舗分布状況については、「第２ 事業の状況」の「１．業績等の概要（３）」をご参照下さい。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比

（％） 
地域別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比

（％） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

売上高（千円） 
構成比 
（％） 

青森県 373,959 1.9 ＋5.6 富山県 39,026 0.2 △3.8

岩手県 255,096 1.3 ＋15.4 石川県  48,164 0.2 ＋18.4

秋田県 371,992 1.8 ＋1.8 福井県 190,672 0.9 ＋25.5

宮城県 485,486 2.4 △2.5 静岡県 1,471,747 7.3 ＋4.5

山形県 374,713 1.9 △14.2 愛知県 2,084,506 10.3 ＋8.4

福島県 730,833 3.6 ＋5.9 岐阜県 667,724 3.3 ＋13.4

茨城県 1,093,702 5.4 △0.1 三重県 493,501 2.4 ＋14.4

栃木県 741,556 3.7 △3.3 滋賀県 230,322 1.1 ＋19.4

群馬県 965,362 4.8 ＋3.5 奈良県 183,592 0.9 ＋26.8

埼玉県 2,542,679 12.6 ＋11.1 京都府 114,574 0.6 ＋45.6

千葉県 1,732,511 8.6 ＋9.6 和歌山県 266,515 1.3 ＋23.4

東京都 1,087,127 5.4 ＋10.8 大阪府 201,517 1.0 ＋59.9

神奈川県 1,088,997 5.4 ＋20.0 兵庫県 312,588 1.5 ＋43.0

新潟県 594,161 2.9 ＋2.8 岡山県 29,164 0.1 －

長野県 1,002,649 5.0 △1.0 広島県 42,685 0.2 ＋2.7

山梨県 386,918 1.9 △1.7 香川県 21,052 0.1 －

        合計 20,225,104 100.0 ＋8.1



(3）商品別売上状況 

(a）直営店舗（加盟店Ｂ契約店舗及びトレーニング・ストア） 

 （注）１．直営店売上高により表示しております。 

２．数量については、品目が多岐にわたり、表示することが困難なため記載を省略しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(b）フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約店舗） 

 （注）１．加盟店からの収入の対象となる加盟店売上高により表示しております。 

２．数量については、品目が多岐にわたり、表示することが困難なため記載を省略しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

商品別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比（％） 

売上高（千円） 構成比（％） 

ファミリー衣料 286,715 9.0 △9.1 

カジュアルウエア 307,439 9.6 △13.2 

ワーキングウエア 929,870 29.2 △12.0 

履物 626,521 19.6 △8.1 

作業用品 814,506 25.5 △11.9 

その他 226,041 7.1 △6.4 

合計 3,191,095 100.0 △10.7 

商品別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比（％） 

売上高（千円） 構成比（％） 

ファミリー衣料 1,798,989 8.9 ＋9.6 

カジュアルウエア 1,923,482 9.5 ＋6.9 

ワーキングウエア 6,479,469 32.0 ＋6.5 

履物 4,060,506 20.1 ＋11.2 

作業用品 5,163,499 25.5 ＋8.9 

その他 799,158 4.0 ＋2.0 

合計 20,225,104 100.0 ＋8.1 



(4）単位当たりの売上状況 

ａ．直営店舗（加盟店Ｂ契約店舗及びトレーニング・ストア） 

 （注）１．売上高は、直営店売上高により表示しております。 

２．売場面積の計算基準については、期中平均によっております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

ｂ．フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約店舗） 

 （注）１．売上高は、加盟店からの収入の対象となる加盟店売上高により表示しております。 

２．売場面積の計算基準については、期中平均によっております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(5）商品別仕入状況 

 （注）１．数量については、品目が多岐にわたり、表示することが困難なため記載を省略しております。 

２．上記金額には、直営店向けの仕入の他、加盟店向け商品供給のための仕入が含まれております。 

なお、フランチャイズ・ストア（加盟店Ａ契約店舖）が当社の推奨する仕入先から直接仕入れているものに

ついては含まれておりません。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比(％) 

売上高 （千円） 3,191,095 △10.7 

売場面積 （㎡）(平均) 33,204.76 △10.1 

１㎡当たり売上高 （千円） 96 △0.7 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

売上高 （千円） 20,225,104 ＋8.1 

売場面積 （㎡）(平均) 132,944.26 ＋7.4 

１㎡当たり売上高 （千円） 152 ＋0.7 

商品別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 前年同期比（％） 

仕入高（千円） 構成比（％） 

ファミリー衣料 1,063,737 9.8 ＋9.5 

カジュアルウエア 1,010,109 9.4 ＋16.4 

ワーキングウエア 3,344,578 31.0 ＋7.8 

履物 1,872,080 17.3 ＋4.1 

作業用品 3,136,412 29.0 ＋6.5 

その他 382,605 3.5 ＋6.8 

合計 10,809,523 100.0 ＋7.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 前事業年度末（平成19年３月31日）において実施中または計画中であった設備の新設、重要な拡充等のうち、当中

間会計期間中に完成したもの及び計画が確定し完成したものは、次のとおりであります。 

 （注）１．土地面積の（ ）は、賃借中のものであります。 

２．土地面積の [ ] は、自社取得のものであります。 

３．伊勢崎流通センター増改築工事に伴い、取得した土地33,299千円のうち31,595千円は造成費用であります。

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地 設備の内容 

帳簿価額(千円） 
従業
員数 
（人）建物 構築物 

工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 
[面積㎡] 

合計 

海老名店 神奈川県海老名市 店舗 757 1,381 1,984
－ 

(1,092.00)
4,123 1

生野巽店 大阪府大阪市生野区 〃 537 1,927 1,911
－ 

(568.59)
4,376 1

一宮尾西店 愛知県一宮市 〃 588 1,662 2,144
－ 

(766.92)
4,396 －

倉敷児島店 岡山県倉敷市 〃 25,106 5,454 2,793
－ 

(1,197.00)
33,354 1

日野東豊田店 東京都日野市 〃 23,798 7,014 2,662
－ 

(706.00)
33,475 －

高松新田店 香川県高松市 〃 26,299 11,160 2,555
－ 

(1,008.00)
40,015 －

泉佐野鶴原店 大阪府泉佐野市 〃 603 1,697 2,206
－ 

(787.00)
4,507 1

東久留米滝山店 東京都東久留米市 〃 533 1,721 2,050
－ 

(689.00)
4,305 1

堺南花田店 大阪府堺市北区 〃 603 1,697 2,212
－ 

(857.00)
4,513 1

横浜原宿店 神奈川県横浜市戸塚区 〃 977 1,726 1,882
－ 

(454.87)
4,585 －

徳島藍住店 徳島県板野郡藍住町 〃 515 1,891 2,493
－ 

(826.00)
4,901 －

伊勢崎流通セン

ター増改築工事 
群馬県伊勢崎市 流通センター 369,585 43,203 129,097

33,299 
(6,001.00)
 [71.00]

575,184 －

既存店舗にかかわる設備投資額 32,847 11,282 7,649
－ 

(－)
51,779 －

合計 482,755 91,820 161,644
33,299 

(14,953.38)
  [71.00]

769,518 6



２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間中に新たに確定した設備の新設、重要な拡充等の計画は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地 
設備の
内容 

投資予定金額(千円) 資金調達
方法 

着手年月 完了予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 既支払額

海老名杉久保店 神奈川県海老名市 店舗 5,000 － 自己資金 平成19年９月 平成19年11月 
売場面積 

289.52㎡ 

江戸川大杉店 東京都江戸川区 〃 5,000 － 〃 平成19年10月 平成19年12月 
売場面積 

242.00㎡ 

生駒俵口店 奈良県生駒市 〃 5,000 － 〃 平成19年10月 平成19年12月 
売場面積 

292.11㎡ 

足立保木間店 東京都足立区 〃 5,000 － 〃 平成19年11月 平成20年１月 
売場面積 

233.31㎡ 

横浜汲沢店 
神奈川県横浜市  

戸塚区 
〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年２月 

売場面積 

241.65㎡ 

東浦森岡店 
愛知県知多郡 

東浦町 
〃 39,350 － 〃 平成19年12月 平成20年３月 

売場面積 

220.00㎡ 

高槻高西店 大阪府高槻市 〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年３月 
売場面積 

251.37㎡ 

鶴ヶ島店 埼玉県鶴ヶ島市 〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年３月 
売場面積 

300.54㎡ 

小田原南足柄店 神奈川県南足柄市 〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年３月 
売場面積 

292.16㎡ 

川西加茂店 兵庫県川西市 〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年３月 
売場面積 

306.91㎡ 

福山駅家店 広島県福山市 〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年３月 
売場面積 

301.63㎡ 

小野店 兵庫県小野市 〃 5,000 － 〃 平成20年１月 平成20年３月 
売場面積 

289.53㎡ 

小牧流通センタ

ー増改築工事 
愛知県小牧市 

流通 

センター 
13,950 － 〃 平成19年11月 平成19年11月 

増床面積 

1,652.90㎡

既存店舗にかかわる設備投資額 97,900 1,641 〃 － － － 

合計 206,200 1,641 － － － 

売場面積 

3,260.73㎡

増床面積 

1,652.90㎡



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 平成19年10月18日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で定款の変更が行われ、発行可能株式総数

は24,000,000株増加し、48,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 (注） 平成19年12月１日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が10,230,852株増加しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株）
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 10,230,852 20,461,704 ジャスダック証券取引所 － 

計 10,230,852 20,461,704 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 10,230,852 － 1,622,718 － 1,342,600 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は163千株であ

ります。なお、それらの内訳は、投資信託設定分93千株、年金信託設定分69千株となっております。 

２．当中間会計期間末現在主要株主であった株式会社カインズは、平成19年11月22日で主要株主ではなくなりま

した。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ベイシア興業 群馬県前橋市亀里町900 2,880 28.15 

土屋 裕雅 群馬県高崎市 1,872 18.30 

土屋 嘉雄 群馬県伊勢崎市 1,705 16.67 

株式会社カインズ 群馬県高崎市高関町380 1,036 10.13 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 240 2.35 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウンツ イー アイエス

ジー 

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET  

LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内2－7－1 

決裁事業部） 

184 1.80 

吉田 佳世 東京都文京区 172 1.69 

大嶽 惠 東京都文京区 172 1.69 

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194 164 1.60 

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜4－1－25 120 1.17 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 120 1.17 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 120 1.17 

計 － 8,789 85.91 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式          100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  10,229,700 102,297 － 

単元未満株式 普通株式        1,052 － 
1単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数 10,230,852 － － 

総株主の議決権 － 102,297 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ワークマン 
群馬県伊勢崎市柴町

1732番地 
100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 5,600 5,600 5,600 5,500 5,790 4,860 

低（円） 5,050 4,950 4,400 4,820 4,600 4,500 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ．流動資産                     

１．現金及び預金   5,861,847     6,874,493     7,308,714     

２．売掛金   40,553     37,411     52,083     

３．加盟店貸勘定   4,451,504     5,051,857     4,819,582     

４．たな卸資産   3,300,713     3,380,252     3,340,482     

５．繰延税金資産   154,036     154,496     163,641     

６．１年内回収予定差入
保証金    

  381,997     413,556     397,473     

７．その他   118,970     136,968     120,350     

貸倒引当金   △3,186     △4,094     △3,464     

流動資産合計     14,306,436 55.1   16,044,942 56.4   16,198,861 57.6 

Ⅱ．固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

（1）建物 ※２ 2,347,801     2,756,642     2,405,661     

（2）土地 ※２ 2,932,998     2,966,297     2,932,998     

（3）その他   963,248     1,098,063     1,093,061     

有形固定資産合計   6,244,048   24.0 6,821,003   23.9 6,431,720   22.9 

２．無形固定資産   147,266   0.6 114,986   0.4 131,157   0.5 

３．投資その他の資産                     

（1）繰延税金資産   142,456     179,303     152,378     

（2）差入保証金   4,500,034     4,658,184     4,543,789     

（3）その他   673,342     684,446     688,091     

貸倒引当金   △31,993     △31,383     △31,673     

投資その他の資産 
合計 

  5,283,839   20.3 5,490,550   19.3 5,352,585   19.0 

固定資産合計     11,675,154 44.9   12,426,540 43.6   11,915,463 42.4 

資産合計     25,981,590 100.0   28,471,482 100.0   28,114,324 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ．流動負債                     

１．買掛金   1,789,379     1,870,229     2,024,525     

２．加盟店買掛金   787,306     778,950     767,149     

３．短期借入金   1,350,000     1,350,000     1,350,000     

４．１年内返済予定の
長期借入金 

※２ 17,200     17,200     17,200     

５．未払法人税等   1,022,077     1,082,500     1,196,117     

６．役員賞与引当金   17,720     19,960     50,150     

７．その他   1,193,211     1,255,517     1,273,421     

流動負債合計     6,176,895 23.8   6,374,358 22.4   6,678,563 23.7 

Ⅱ．固定負債                     

１．長期借入金 ※２ 35,000     17,800     26,400     

２．預り保証金   932,408     964,598     948,098     

固定負債合計     967,408 3.7   982,398 3.4   974,498 3.5 

負債合計     7,144,303 27.5   7,356,756 25.8   7,653,061 27.2 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ．株主資本                     

１．資本金     1,622,718 6.2   1,622,718 5.7   1,622,718 5.8 

２．資本剰余金                     

（１）資本準備金   1,342,600     1,342,600     1,342,600     

資本剰余金合計     1,342,600 5.2   1,342,600 4.7   1,342,600 4.8 

３．利益剰余金                     

（１）利益準備金   178,620     178,620     178,620     

（２）その他 
利益剰余金 

                    

別途積立金   13,150,000     15,150,000     13,150,000     

繰越利益剰余金   2,542,206     2,819,823     4,166,098     

利益剰余金合計     15,870,826 61.1   18,148,443 63.8   17,494,718 62.2 

４．自己株式     △393 △0.0   △393 △0.0   △393 △0.0 

株主資本合計     18,835,752 72.5   21,113,370 74.2   20,459,644 72.8 

Ⅱ．評価・換算差額等                     

１．その他有価証券 
評価差額金 

    1,535 0.0   1,356 0.0   1,619 0.0 

評価・換算差額等 
合計 

    1,535 0.0   1,356 0.0   1,619 0.0 

純資産合計     18,837,287 72.5   21,114,726 74.2   20,461,263 72.8 

負債純資産合計     25,981,590 100.0   28,471,482 100.0   28,114,324 100.0 



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ．営業収入     3,808,158 4,074,056   8,230,870 

加盟店からの収入の対象
となる加盟店売上高は次
のとおりであります。 

          

前中間会計期間 
18,702,203千円 

          

当中間会計期間 
20,225,104千円 

          

前事業年度 
40,119,565千円 

          

直営店売上高との合計額
は次のとおりでありま
す。 

          

前中間会計期間 
22,276,491千円 

          

当中間会計期間 
23,416,200千円 

          

前事業年度 
47,217,191千円 

          

Ⅱ．売上高 ※１   11,588,400 (100.0) 11,973,570 (100.0)   24,010,754 (100.0)

営業総収入     15,396,559 100.0 16,047,627 100.0   32,241,625 100.0 

Ⅲ．売上原価 ※１   10,268,134 (88.6) 10,765,476 (89.9)   21,384,837 (89.1)

売上総利益 ※１   (1,320,265) (11.4) (1,208,093) (10.1)   (2,625,916) (10.9)

営業総利益     5,128,424 33.3 5,282,150 32.9   10,856,787 33.7

Ⅳ．販売費及び 
一般管理費 

    3,390,132 22.0 3,417,928 21.3   6,794,817 21.1

営業利益     1,738,292 11.3 1,864,221 11.6   4,061,970 12.6

Ⅴ．営業外収益 ※２   391,481 2.5 435,496 2.7   830,190 2.5

Ⅵ．営業外費用 ※３   4,848 0.0 7,081 0.0   10,973 0.0

経常利益     2,124,924 13.8 2,292,636 14.3   4,881,186 15.1

Ⅶ．特別損失 ※４   54,969 0.4 54,571 0.4   56,026 0.1

税引前中間 
（当期）純利益 

    2,069,955 13.4 2,238,065 13.9   4,825,160 15.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,012,374   1,059,715 2,163,271   

法人税等調整額   △17,237 995,137 6.4 △17,601 1,042,113 6.4 △36,821 2,126,450 6.6

中間（当期） 
純利益 

    1,074,817 7.0 1,195,951 7.5   2,698,709 8.4

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 

別途積立金 
繰越 
利益剰余金

平成18年３月31日 残高 

（千円）
1,622,718 1,342,600 1,342,600 178,620 11,650,000 3,476,598 15,305,218 △393 18,270,144

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立て（注）         1,500,000 △1,500,000 －   －

剰余金の配当（注）           △460,380 △460,380   △460,380

役員賞与（注）           △48,830 △48,830   △48,830

中間純利益           1,074,817 1,074,817   1,074,817

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額 

（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
－ － － － 1,500,000 △934,392 565,607 － 565,607

平成18年９月30日 残高 

（千円）
1,622,718 1,342,600 1,342,600 178,620 13,150,000 2,542,206 15,870,826 △393 18,835,752

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円）
1,758 1,758 18,271,903

中間会計期間中の変動額      

  別途積立金の積立て（注）     －

剰余金の配当（注）     △460,380

役員賞与（注）     △48,830

中間純利益     1,074,817

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額 

（純額） 

△223 △223 △223

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
△223 △223 565,384

平成18年９月30日 残高 

（千円）
1,535 1,535 18,837,287



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越 
利益剰余金

平成19年３月31日 残高 

（千円）
1,622,718 1,342,600 1,342,600 178,620 13,150,000 4,166,098 17,494,718 △393 20,459,644

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立て         2,000,000 △2,000,000 －   －

剰余金の配当           △542,225 △542,225   △542,225

中間純利益           1,195,951 1,195,951   1,195,951

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額 

（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
－ － － － 2,000,000 △1,346,274 653,725 － 653,725

平成19年９月30日 残高 

（千円）
1,622,718 1,342,600 1,342,600 178,620 15,150,000 2,819,823 18,148,443 △393 21,113,370

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円）
1,619 1,619 20,461,263

中間会計期間中の変動額      

  別途積立金の積立て     －

剰余金の配当     △542,225

中間純利益     1,195,951

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額 

（純額） 

△262 △262 △262

中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
△262 △262 653,463

平成19年９月30日 残高 

（千円）
1,356 1,356 21,114,726



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己
株式 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越 
利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円）

1,622,718 1,342,600 1,342,600 178,620 11,650,000 3,476,598 15,305,218 △393 18,270,144

事業年度中の変動額                  

利益処分による別途積立金
の積立て 

        1,500,000 △1,500,000 －   －

利益処分による剰余金の配
当 

          △460,380 △460,380   △460,380

利益処分による役員賞与           △48,830 △48,830   △48,830

当期純利益           2,698,709 2,698,709   2,698,709

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                 

事業年度中の変動額合計 
（千円）

－ － － － 1,500,000 689,499 2,189,499 － 2,189,499

平成19年３月31日 残高 
（千円）

1,622,718 1,342,600 1,342,600 178,620 13,150,000 4,166,098 17,494,718 △393 20,459,644

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円）

1,758 1,758 18,271,903

事業年度中の変動額      

利益処分による別途積立金
の積立て 

    －

利益処分による剰余金の配
当 

    △460,380

利益処分による役員賞与     △48,830

当期純利益     2,698,709

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△139 △139 △139

事業年度中の変動額合計 
（千円）

△139 △139 2,189,359

平成19年３月31日 残高 
（千円）

1,619 1,619 20,461,263



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度のキャッシュ

 ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   2,069,955 2,238,065 4,825,160 

減価償却費   224,582 253,319 489,360 

無形固定資産償却額   16,216 16,216 32,432 

長期前払費用償却額   503 20,354 1,028 

減損損失    41,200 19,342 42,120 

役員賞与引当金の増減額（減少：△）   17,720 △30,190 50,150 

貸倒引当金の増加額   1,357 339 1,316 

受取利息及び受取配当金   △142,395 △152,409 △291,100 

支払利息   4,831 7,074 10,945 

固定資産除却損   13,768 35,228 13,905 

売上債権の増減額（増加：△）   9,874 14,671 △1,655 

加盟店貸勘定の増加額   △172,135 △232,275 △540,213 

たな卸資産の増減額（増加：△）   224,940 △39,769 185,172 

前払費用の増加額   △15,295 △16,574 △1,474 

未収入金の増減額（増加：△）   △4,645 3,749 △22,633 

その他流動資産の増減額（増加：△）   △640 △3,678 1,888 

仕入債務の増減額（減少：△）   △93,538 △142,494 121,449 

加盟店借勘定の減少額   △4,503 △10,709 △12,005 

未払金の増減額（減少：△）   △59,556 △55,013 33,062 

未払消費税等の増減額（減少：△）   5,585 △45,834 23,494 

未払費用の増加額   36,853 31,730 4,262 

前受金の増減額（減少：△）   6,921 10,403 △11,159 

預り金の減少額   △1,790 △3,000 △297 

その他流動負債の増減額（減少：△）   △19,176 3,897 4,739 

預り保証金の増加額   17,550 16,500 33,240 

役員賞与の支払額   △46,020 － △48,830 

小計   2,132,163 1,938,942 4,944,360 

利息及び配当金の受取額   142,391 152,401 291,068 

利息の支払額   △3,962 △6,878 △10,040 

法人税等の支払額   △1,211,325 △1,153,272 △2,209,062 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,059,267 931,193 3,016,326 

 



    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度のキャッシュ

 ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △237,468 △664,467 △661,507 

有形固定資産の売却による収入   － － 1,445 

無形固定資産の取得による支出   △318 △52 △5,042 

貸付金の回収による収入   1,024 943 2,307 

長期前払費用の増加額   △30,616 △15,340 △42,097 

差入保証金の差入れによる支出   △340,313 △312,463 △567,938 

差入保証金の回収による収入   158,935 181,984 327,330 

その他投資による支出   △1,453 △5,163 △6,106 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △450,210 △814,560 △951,609 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

長期借入金の返済による支出   △8,600 △8,600 △17,200 

配当金の支払額   △460,030 △542,253 △460,223 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △468,630 △550,853 △477,423 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   140,426 △434,220 1,587,293 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   5,721,420 7,308,714 5,721,420 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※ 5,861,847 6,874,493 7,308,714 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

流通センター在庫 

：先入先出法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

流通センター在庫 

：同左 

(2）たな卸資産 

商品 

流通センター在庫 

：同左 

  店舗在庫 

：売価還元法による原価法 

店舗在庫 

：同左 

店舗在庫 

：同左 

  貯蔵品：最終仕入原価法 貯蔵品  ：同左 貯蔵品  ：同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物12年～34年  

構築物10年～20年   

車輛運搬具６年 

工具器具備品３年～６年 

 ただし、取得価額が10万円以

上20万円未満の減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却を

しております。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物12年～34年  

構築物10年～20年   

車輛運搬具６年 

工具器具備品３年～12年 

 ただし、取得価額が10万円以

上20万円未満の減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却を

しております 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月 

１日以降に取得した車輌運搬

具、工具器具備品について、改

正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

 なお、この変更による損益へ

の影響額は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物12年～34年    

構築物10年～20年 

車輛運搬具６年  

工具器具備品３年～６年 

 ただし、取得価額が10万円

以上20万円未満の減価償却資

産については、３年間で均等

償却をしております  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、加盟店貸勘定等の

貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ17,720千円減少しており

ます。  

(2）役員賞与引当金 

同左 

(2）役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額に

基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

  当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ50,150千円減少しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー

計算書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

る取得日から３ヶ月以内に満期

の到来する定期預金からなって

おります。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理方法は、

税抜方式によっております。 

 また、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺し、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

前中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は18,837,287千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

  これまでの資本の部の合計に相当する金

額は20,461,263千円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

 （中間貸借対照表） 

 従来、投資その他の資産の差入保証金に含めており

ました、１年内回収予定の建設協力金等（前中間期

333,850千円）を当中間会計期間より流動資産の１年内

回収予定差入保証金として表示することといたしまし

た。 

─────── 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

5,018,330千円 5,401,725千円                   5,193,114千円 

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 

① 担保に供している資産 ① 担保に供している資産 ① 担保に供している資産 

建物 152,585千円

土地 893,798千円

計 1,046,383千円

建物 140,570千円

土地    925,393千円

計 1,065,964千円

建物 146,308千円

土地 893,798千円

計 1,040,106千円

② 対応する債務 ② 対応する債務 ② 対応する債務 

１年内返済予

定の長期借入

金 

17,200千円

長期借入金 35,000千円

計 52,200千円

１年内返済予

定の長期借入

金 

  17,200千円

長期借入金   17,800千円

計  35,000千円

１年内返済予

定の長期借入

金 

17,200千円

長期借入金 26,400千円

計 43,600千円

３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と当

座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と当

座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と当

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額 7,460,000千円

借入実行残高 1,350,000千円

差引額 6,110,000千円

当座貸越極度額    7,460,000千円

借入実行残高    1,350,000千円

差引額 6,110,000千円

当座貸越極度額 7,460,000千円

借入実行残高  1,350,000千円

差引額  6,110,000千円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．売上高、売上原価、売上総利益は直営

店にかかわるもののほか、当社よりの

加盟店向け商品供給にかかわるものも

含んでおります。なお、売上高に含ま

れる加盟店向け商品供給売上高は

8,014,112千円であります。 

※１．売上高、売上原価、売上総利益は直営

店にかかわるもののほか、当社よりの

加盟店向け商品供給にかかわるものも

含んでおります。なお、売上高に含ま

れる加盟店向け商品供給売上高は

8,782,475千円であります。 

※１．売上高、売上原価、売上総利益は直営

店にかかわるもののほか、当社よりの

加盟店向け商品供給にかかわるものも

含んでおります。なお、売上高に含ま

れる加盟店向け商品供給売上高は

16,913,128千円であります。 

※２．営業外収益のうち ※２．営業外収益のうち ※２．営業外収益のうち 

受取利息 142,125千円

仕入割引 61,116千円

受取利息 152,085千円

仕入割引 68,352千円

受取利息       290,830千円

仕入割引    132,080千円

※３．営業外費用のうち ※３．営業外費用のうち ※３．営業外費用のうち 

支払利息 4,831千円 支払利息 7,074千円 支払利息      10,945千円

※４．減損損失 

  当中間会計期間において当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

  資産のグルーピングは、店舗を基本

単位とし、賃貸資産及び遊休資産につ

いては、当該資産単独でグルーピング

を行っております。主に収益性が著し

く低下した資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失41,200千円（建物

35,508千円、構築物4,373千円、その

他1,318千円）として特別損失に計上

いたしました。 

  回収可能価額は、店舗及び賃貸資産

については主に使用価値を、遊休資産

については正味売却価額を適用してお

ります。 

  なお、正味売却価額は、不動産鑑定

士による鑑定評価を使用、使用価値

は、将来キャッシュ・フローが当中間

会計期間はマイナスで算定されるた

め、零として評価しております。 

用  途 場  所 種  類 
減損損失 

（千円） 

店  舗 

 宮城県宮

城郡利府

町他２店 

 建物、 

 構築物等 
3,590 

遊休資産 

福島県伊

達郡川俣

町他５件 

 建物、 

 構築物等 
37,609 

合  計 － － 41,200 

※４．減損損失 

  当中間会計期間において当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

  資産のグルーピングは、店舗を基本

単位とし、賃貸資産及び遊休資産につ

いては、当該資産単独でグルーピング

を行っております。主に収益性が著し

く低下した資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失19,342千円（建

物 14,634千円、構築物 2,326千円、

その他 2,382千円）として特別損失に

計上いたしました。 

  回収可能価額は、店舗及び賃貸資産

については主に使用価値を、遊休資産

については正味売却価額を適用してお

ります。 

  なお、正味売却価額は、不動産鑑定

士による鑑定評価を使用、使用価値

は、将来キャッシュ・フローが当中間

会計期間はマイナスで算定されるた

め、零として評価しております。 

用  途 場  所 種  類 
減損損失 

（千円） 

店  舗 
兵庫県 

 篠山市 

 建物、 

 構築物等 
2,950 

遊休資産 

岩手県紫

波郡紫波

町他１件 

 建物、 

 構築物等 
16,392 

合  計 － － 19,342 

※４．減損損失 

  当社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

  資産のグルーピングは、店舗を基本

単位とし、賃貸資産及び遊休資産につ

いては、当該資産単独でグルーピング

を行っております。主に収益性が著し

く低下した資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失42,120千円（建物

36,362千円、構築物4,404千円、その

他1,352千円）として特別損失に計上

いたしました。 

  回収可能価額は、店舗については主

に使用価値を、遊休資産については正

味売却価額を適用しております。 

  なお、正味売却価額は、不動産鑑定

士による鑑定評価額を使用、使用価値

は、将来キャッシュ・フローが当事業

年度はマイナスで算定されるため、零

として評価しております。 

用  途 場  所 種  類 
減損損失 

（千円） 

店  舗

宮城県宮

城郡利府

町他２店  

建物、 

 構築物等 
3,590 

遊休資産

福島県伊

達郡川俣

町他５件  

建物、  

 構築物等 
38,529 

合  計 － － 42,120 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 224,582千円

無形固定資産 16,216千円

有形固定資産 253,319千円

無形固定資産 16,216千円

有形固定資産      489,360千円

無形固定資産      32,432千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 ２． 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 ２． 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,230,852 － － 10,230,852 

合計 10,230,852 － － 10,230,852 

自己株式        

普通株式 180 － － 180 

合計 180 － － 180 

決議 株式の種類 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 460,380 45 平成18年３月31日 平成18年６月29日

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,230,852 － － 10,230,852 

合計 10,230,852 － － 10,230,852 

自己株式        

普通株式 180 － － 180 

合計 180 － － 180 

決議 株式の種類 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 542,225 53 平成19年３月31日 平成19年６月29日



 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数（株）

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,230,852 － － 10,230,852 

合計 10,230,852 － － 10,230,852 

自己株式        

普通株式 180 － － 180 

合計 180 － － 180 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 460,380 45 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 542,225 利益剰余金 53 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) (平成19年９月30日現在) (平成19年３月31日現在) 

  （千円）

現金及び預金勘定 5,861,847

現金及び現金同等物 5,861,847

  （千円）

現金及び預金勘定 6,874,493

現金及び現金同等物 6,874,493

  （千円）

現金及び預金勘定 7,308,714

現金及び現金同等物 7,308,714



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

(有形固
定資産) 
その他 

361,379 186,828 174,550 

無形固
定資産 

108,756 51,002 57,753 

合計 470,136 237,831 232,304 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

(有形固
定資産) 
その他 

349,610 205,106 144,503

無形固
定資産 

71,244 28,990 42,254

合計 420,854 234,097 186,757

取得価額
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

(有形固
定資産)
その他 

358,313 195,146 163,167

無形固
定資産

71,244 21,865 49,378

合計 429,558 217,012 212,546

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中
間期末残高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期
末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 82,348千円

１年超 149,956千円

合計 232,304千円

１年内 75,704千円

１年超 111,053千円

合計 186,757千円

１年内 81,269千円

１年超 131,276千円

合計   212,546千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額
は、未経過リース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未
経過リース料期末残高が有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してお
ります。 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

① 支払リース料 46,941千円

② 減価償却費相

当額 
46,941千円

①支払リース料 42,725千円

② 減価償却費相

当額 
42,725千円

① 支払リース料 90,433千円

② 減価償却費相

当額 
90,433千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

     
２．オペレーティング・リース取引 

［借手側］ 

２．オペレーティング・リース取引 

［借手側］ 

２．オペレーティング・リース取引 

［借手側］ 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 3,211,646千円

１年超 28,640,520千円

合計 31,852,167千円

１年内 3,307,989千円

１年超 28,307,682千円

合計 31,615,672千円

１年内  3,259,725千円

１年超    28,327,915千円

合計 31,587,640千円

［貸手側］ ［貸手側］ ［貸手側］ 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 235,562千円

１年超 1,016,400千円

合計 1,251,962千円

１年内 262,451千円

１年超  1,066,153千円

合計 1,328,604千円

１年内 231,775千円

１年超 1,032,160千円

合計 1,263,936千円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
(千円) 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
(千円) 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 1,060 3,639 2,579 1,060 3,339 2,279 1,060 3,780 2,720 

合計 1,060 3,639 2,579 1,060 3,339 2,279 1,060 3,780 2,720 

  
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券       

非上場株式 1,000 1,000 1,000 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,841円26銭

１株当たり中間純利益

金額 
105円06銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 2,063円87銭

１株当たり中間純利益

金額 
116円90銭

同左 

１株当たり純資産額 1,999円99銭

１株当たり当期純利益

金額 
263円79銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

中間（当期）純利益 (千円) 1,074,817 1,195,951 2,698,709 

普通株主に帰属しない金額 (千円) － － － 

（うち利益処分による 
役員賞与金） 

(千円) （－） （－） （－） 

普通株式に係る中間 
（当期）純利益 

(千円) 1,074,817 1,195,951 2,698,709 

期中平均株式数 （株） 10,230,672 10,230,672 10,230,672 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額 (千円) 18,837,287 21,114,726 20,461,263 

純資産の部の合計額から 
控除する金額 

(千円) － － － 

普通株式に係る中間期末
（期末）の純資産額 

(千円) 18,837,287 21,114,726 20,461,263 

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末 
（期末）の普通株式の数 

(株) 10,230,672 10,230,672 10,230,672 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────── １．株式分割
 平成19年10月18日開催の当社取
締役会において、株式の分割に関
し、次のように決議いたしまし
た。 
 平成19年12月１日付をもって普
通株式１株につき２株に分割いた
しました。 

（1）分割により増加する株式数 

普通株式  10,230,852株 

（2）分割方法 

 平成19年11月30日を基準日とし
て、株主の所有株式を１株につき
２株の割合で分割いたしました。 

  
 当該株式分割が前期首に行われ
たと仮定した場合の前中間会計期
間及び前事業年度における１株当
たり情報並びに当期首に行われた
と仮定した場合の当中間会計期間
における１株当たり情報は、それ
ぞれ以下のとおりとなります。 

─────── 

 
前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度

１株当たり
 純資産額 

920円63銭
  
１株当たり
中間純利益
金額 

52円53銭
  
なお、潜在
株式調整後
1株当たり
中間純利益
金額につい
ては、潜在
株式が存在
しないため
記載してお
りません。

１株当たり
 純資産額 
1,031円93銭
  
１株当たり
中間純利益
金額 

58円45銭
  

同 左 

１株当たり
 純資産額 
1,000円00銭
  
１株当たり
当期純利益
金額 
131円89銭

  
なお、潜在
株式調整後
1株当たり
当期純利益
金額につい
ては、潜在
株式が存在
しないため
記載してお
りません。

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年６月25日関東財務局長に提出 

事業年度（第25期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

(3）臨時報告書 

 平成19年11月30日関東財務局長に提出 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株主の異動）の規

定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月１４日

株式会社ワークマン      

取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 福田 昭英  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 安藤 武   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ワークマンの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ワークマンの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月１４日

株式会社ワークマン      

取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 福田 昭英  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 安藤  武  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ワークマンの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ワークマンの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年１０月１８日開催の取締役会決議に基づき、平成１９年１２

月１日付をもって株式分割を実施している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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